
職業として特許調査に携わっている実務家へのインタビューの
様子を紹介します。実務家の方々には、自身のキャリアパスや
特許調査の活用場面に加え、近年発展が著しいAIの活用につ
いて語っていただきました。

また、特許調査の実務能力を評価する国内で唯一の大会「特
許検索競技大会」について、その沿革を振り返るとともに、実
行委員をはじめとする運営サイドの想いをインタビュー形式で
掲載しています。

さらに、開発ベンダ―やAI活用を実践する調査会社には、
AI活用の現在地と予測される未来について語ってもらいました。

私たち一般財団法人 工業所有権協力センター（IPCC）は、特
許庁をはじめとする国内外の顧客から累計400万件以上の調査
業務を請け負う、日本最大級の特許調査専門機関です。1,000
人を超えるあらゆる技術分野に精通した豊富な人材と、1985
年の創業以来、特許審査を支えてきた豊富な経験に裏付けられ
た「技術力」「検索力」「解説力」が強みです。

2025年に創立40周年を迎え、これまでに蓄積された豊富な
経験を広く社会に還元し、特許調査の役割や魅力をより多くの
方に知っていただきたいという思いから、本書の制作に至りま
した。

本書を読めば、特許調査の世界を初めて知る方でも、「こん
な役割があるのか」「こんな働き方があるのか」と感じていただ
けると思います。本書が、みなさんにとって特許調査の世界を
知る入口となり、そして新たな興味やキャリアの可能性につな
がることを願っています。

	 2026年4月
	 一般財団法人 工業所有権協力センター（IPCC）

はじめに

みなさんは「特許調査」と聞いてどのような印象を抱くでしょ
うか。
「知財部の仕事？」「理系の専門職？」といったように、自分

とはあまり関係ないと思われる方が多いかもしれません。しか
し実は、私たちの身の回りにあるほとんどの製品・サービスは、
その裏側で行われる特許調査という専門的な仕事によって、静
かに、そして確実に支えられているのです。

そもそも「特許」とは、発明を保護・公開し、次の技術を生
み出すための仕組みです。新しい技術を特許出願すると、出願
を受け付けた特許庁は、その発明が本当に“新しいのか”、“簡
単に思いつくものでないか”を確認するために、過去の特許文
献を大量に調べます。これが特許調査の一例です。この調査に
は、ときに数千件もの文献を対象にすることもあります。
「特許文献を調べる」と聞くと、「難しそう」「専門家だけの仕事」

と思われるかもしれません。しかし実際には、技術が好きな方、
コツコツ調べることが得意な方、論理的に考えることが好きな
方にとって、とても魅力的な仕事です。

特許調査は、特許庁での審査に限らず多岐にわたる場面で活
用されています。例えば、企業知財部では研究開発や事業方針
の検討、弁理士・弁護士は訴訟を見据えて相手方の特許を無効
にする資料探し、ベンチャーキャピタル（VC）・コンサルは投
資判断や協業先の検討など、あらゆるビジネスシーンで欠かせ
ない存在です。

特許調査は、まさに技術と事業を動かす「縁の下の力持ち」
なのです。

本書では、特許制度の基礎、調査の概要を解説するとともに、
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「ついに完成した！」

企業や大学の実験室や開発現場では、そんな歓声が上がる瞬間がありま

す。連日の試行錯誤の末、画期的な新機能や世界を変えるかもしれない新素

材が生まれた瞬間です。若手エンジニアのあなたは、この技術を使った新製

品を早く世に出したいと胸を躍らせることでしょう。

しかし、意気揚々と報告したあなたに、上司や知財担当者から返ってくる

のは意外に冷静な一言かもしれません。

「で、特許出願はどうする？他者の権利は侵害していないか？」

作ることに夢中で、権利のことまで頭が回っていなかった……そんな経験

はないでしょうか。

一方で、長年開発の最前線を走ってきたベテランエンジニアであれば、「す

ばらしい技術」であることと「ビジネスとして成立する」ことの間には、「特

許」という大きな関門があることを痛いほど理解しているはずです。自身の

技術を守り、あるいは他者の権利を尊重しながら開発を進めることは、技術

者のキャリアを問わず共通して求められる必須スキルと言えます。

技術者としてステップアップするために避けては通れないこの「特許」。そ

もそも、なぜ私たちは発明を特許にする必要があるのでしょうか。まずはそ

の基本から紐解いていきましょう。

lead.

特許制度の概要と特許出願の流れ

そもそも特許制度とは？

企業・大学などの発明を生み出す立場から見ると、特許制度は「自分が発
明した技術を、他者（競合他社や研究機関、他人など）に自由に利用させな

いようにする仕組み」と表現できるでしょう。
例えば、何か新しい発明をして、それを自分だけで独占して使いたいと

き、その発明の内容を不用意に世間に情報発信してしまうと、他者に模倣
されてしまう危険性があります。一方で、企業が新製品の発売時にその特
長（例：効率アップに寄与する新機能、健康に効く新成分など）を多くの人
に知ってもらうため、秘密にしておきたい発明の内容を公開しなければな
らない場合も多々あります。そうしたときに、発明をした人がその発明を
他者に模倣されることを心配せずに、広く世間に公開できるようにする仕
組みが特許制度なのです。また、より広い視点から見れば、企業・大学な
どにより発明された新技術を正しく保護・公開し、次なる発明の原動力と
してもらうことで産業の発展を促す役割も果たしています。

特許制度の詳細を定めているのは特許法という法律です。特許法では、他
者が無断で自身の特許発明を利用してビジネスをしているとき、それを差
し止めたり、他者の行為により被った損害について損害賠償を請求したり
することができるとされています。このとき、特許発明として認められる
ためには、特許としての要件（特許要件）を満たす特徴（特許性）がないとい
けません。したがって、主に企業によるビジネスや大学・研究所での研究
開発の現場では、新製品や研究成果の公開前に、自身が発明した技術を特
許化（特許発明として登録されること。権利化とも呼ぶ）しておくことが鉄
則です。

自身の発明を特許にするためには、まず、発明の内容を記述した「特許明
細書（単に、明細書とも呼ぶ）」やその他の必要書類を作成し、特許庁へ出願
します。この明細書には、他者が再現できる程度に発明の詳細を書かなけ
ればならないというルール（実施可能要件）があります。特許出願の具体的
な流れは後述します。なお、特に断りのない限り、本書で「特許庁」と記載
したところは日本国特許庁のことを指します。

そして、特許出願書類の中でも特に重要なのが「請求項（クレーム）」と呼
ばれる部分です。請求項には、「発明のどの部分を独占したいか」という権
利範囲が文章で厳格に定義されており、特許調査や権利争いにおいては、こ
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の請求項の言葉1つひとつが非常に重い意味を持ちます。

特許取得の流れと社会での役割

発明者・企業

✓権利の範囲は「請求項（クレーム）」
で厳格に定義
✓特許調査や権利争いでは重要

わーい！
公開できる！

競合他社・
研究機関

①特許出願
・特許明細書の提出
・他者が再現できるように書く
（実施可能要件）

②特許審査
・特許にすべきか？特許
にすべきでないか？
・「新規性」「進歩性」は
あるか？

・特許法の保護下で独占が
可能に！

・技術を他者に模倣されるこ
とを心配せずに、広く世間
に公開できるように！

発明した！

③特許査定
特許として認める！

1700人体制で
出願を審査

特許庁

無断実施（製造・販売など）がわかれば、
差し止めや損害賠償請求が可能に！

新機能・新成分

？

!

発明を特許化するプロセスは、特許庁に出願するだけでは終わりません。
特許庁によりその発明が特許発明であると認められる（特許査定される）必
要があります。特許庁には約1,700人（2025年度現在）の特許審査官が在籍
しており、審査対象の特許出願について、１件１件「特許にすべきか、特許
にすべきでないか」を審査官が判断しています。

特許要件の観点は多岐にわたりますが、代表的なものとして「新規性」と
「進歩性」があります。新規性とは「出願時点で同じ発明が存在していなかっ

たか」という観点、進歩性とは「出願時点で既存の発明から容易に思いつく
ものでないか」という観点です。特許発明と認められるためには新規性・進
歩性のいずれも有している必要があります。

詳しくは次の「特許出願の流れ」で後述しますが、審査官が新規性と進歩
性を正確に判断するためには、「審査対象の発明（本願）が出願された時点
で、どのような発明が存在していたか」を漏れなく明らかにすることが必要
不可欠です。仮に、このための調査で見つけておくべき発明を発見できな
ければ、新規性・進歩性を有さない発明、すなわち本来特許化されるべき
でない発明が特許化されてしまう事態にもなりかねません。そのため、特
許審査における漏れのない緻密な調査が、現在のわが国における特許制度
のなかで重要な役割を担っていると言っても過言ではないのです。ちなみ
に、本来特許化されるべきでなかった発明に対しては、特許の見直しを求
める「特許異議申立て」や特許査定を無効にする「特許無効審判」（単に、無
効審判とも呼ぶ）という制度が存在します（詳しくはP.19「特許を見直す制
度」参照）。

特許出願の流れ

発明を特許化するには、特許庁への出願（下記①）と出願審査の請求（単
に、審査請求とも呼ぶ）（下記③）が必要です。特許出願から特許権が発生す
るまでは、以下のような流れで特許庁による審査が進みます。

①特許出願：出願書類を作成し、書面またはオンラインで出願します。
②方式審査：書類に形式的な不備がないかどうかチェックされます。
③審査請求：特許発明であると認めてもらうための審査を請求します。
④実体審査：発明の中身について審査されます。
⑤�実体審査で拒絶理由が見つからなかった場合は「特許査定」となります。
3年分の特許料を納付すると、特許庁が備える「特許原簿」に登録（設定の
登録）され、特許権が発生します。

⑥�実体審査で拒絶理由が見つかった場合は「拒絶理由通知」が出願人に送付
されます。拒絶理由の解消を目指して意見書や補正書で反論した結果、特
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許査定になるケースもあれば拒絶査定となるケースもあります。
　※�拒絶査定に不服がある場合は、特許庁に対して「拒絶査定不服審判」を請求でき、それで

も認められない（拒絶審決）場合は、知財高裁へ「審決取消訴訟」を提起して争うことがで
きます。

これをフローチャートで表すと以下のような流れになります。なお、出
願後1年6カ月経つと原則として出願内容が特許庁発行の「公開特許公報」で
公開されます。

特許出願の流れ

時系列

特許料納付（3年分）

特許審査官
による審査

①
特
許
出
願

②
方
式
審
査

　（
書
類
の
形
式
チ
ェ
ッ
ク
）

③
出
願
審
査
の
請
求

　（
権
利
化
の
意
思
表
示
）

④
実
体
審
査

　
・
先
行
技
術
調
査
の
実
施

　
・
新
規
性
、
進
歩
性
の
判
断 

拒
絶
理
由
な
し

拒
絶
理
由
あ
り

⑤
特
許
査
定

　（
特
許
査
定
率
約
７
〜
８
割
）

特
許
権
の
設
定
登
録

（
特
許
原
簿
）

⑥
拒
絶
理
由
通
知

　（
ま
だ
終
わ
り
じ
ゃ
な
い
）

意
見
書
・
補
正
書
の
提
出

（
再
審
査
へ
）

拒絶理由への反論

知財高裁へ
提訴（さらに不服）

拒絶査定
不服審判（不服あり）

拒絶査定
となると…

①から1年6カ月

出願公開制度
（公開特許公報）

特
許
査
定
に
な
る

ケ
ー
ス
も
あ
る

特
許
掲
載
公
報
発
行
６
カ
月
以
内

な
ら
特
許
異
議
申
立
て
が
で
き
る

この手続きのうち「実体審査」では、先述の新規性・進歩性の観点を含む
特許審査官による審査が行われます。新規性・進歩性を判断するため、審
査官は、審査対象の発明の出願時点で同じ発明や似た発明がなかったかを
先行技術文献調査（単に、先行技術調査とも呼ぶ）しています。ちなみに、
出願・審査請求されたすべての発明が特許になるわけではなく、審査の結
果、最終的に特許として認められる割合（特許査定率）は、7～8割程度（2024
年は76.3％）です。

特許審査官による先行技術調査は過去の特許出願（特許文献）を対象に行
われるのが一般的ですが、1つの出願の審査で数千件の特許文献を調査する
ことも少なくありません。審査請求は年間約23万件ある一方、審査官によ
る審査の一次結果が通知されるまでの期間は審査請求から10カ月程度と、
非常に短期間で多くの特許出願の審査がなされています。特許庁は「世界最
速・最高品質の特許審査」を掲げ、このようにスピード感を持って質の高い
審査を行うことで、企業のグローバルな事業展開の支援やイノベーション
の促進に寄与しているのです。

特許を見直す制度 
――「特許異議申立て」と「無効審判」

いったん特許として権利化されたとしても、後から新規性や進歩性に疑
いのある資料が見つかってしまい、誤って特許化された可能性の疑われる
ケースがあります。その場合、特許掲載公報の発行日から6カ月以内の期
間内であれば誰でも、特許庁に対して特許の見直しを求めることができま
す。この制度を「特許異議申立て」と言います。特許庁が再度審査を行い、

「維持決定」となれば特許権は存続されますが、「取消決定」が確定した場合
はその特許権は初めからなかったものと見なされます。

また、異議申立て可能な期間を過ぎた後であっても、競合他社の特許性
を否定することのできる資料を発見した場合は、「無効審判」を請求できま
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column

特許分類の国際比較

特許出願に付与される特許分類は、大まかには国際特許分類（IPC）とい
う国際的に統一されたルールで定められていますが、ピンポイントで検索
するには、なるべく細かく分類が分かれているほうが便利です。そのた
め、日・米・欧の特許庁はIPCをさらに細分化した独自特許分類を作成し、
特許出願に付与しています（米国特許庁分類USPCは2015年に廃止）。
特許分類は特許文献検索をより便利に行うために細分化されていること

が一般的で、特許出願が多い分野ほど分類が細分化される傾向がありま
す。すなわち、視点を変えて特許分類を捉えてみると、独自特許分類は各
国・地域の特許出願傾向（＝企業や研究機関の研究開発動向）を反映して
いると言え、間接的にその国・地域の文化的特徴を垣間見ることができま
す。以下に、各国・地域に特有の特許分類を紹介します。

す。無効審判は特許異議申立てとは異なり、誰でもというわけにはいかず、
利害関係人（特許権の存在により、法律上の利益や地位に直接影響を受け
る、または受ける可能性のある人）だけが請求できます。特許異議申立てを
したところ維持決定となった場合であっても、無効審判を請求できます。特
許を無効とする旨の審決が確定した場合は、その特許権は初めからなかっ
たものとみなされます。

なお、特許異議申立ての取消決定や無効審判の審決に不服がある場合は、
知的財産高等裁判所に審決等取消訴訟を提起することができます。

「特許異議申立て」と「無効審判」の違い

特許無効審判

利害関係人に限られる

特許権の設定登録後いつでも
（存続期間満了後も請求可）

本来特許要件を満たしていな
いものに権利を認めるのは妥
当ではない

特許異議の申立て

何人（なんぴと）も

特許掲載公報の発行の
日から6カ月以内

特許権の設定登録後早期の
第三者による権利の見直し

→強く安定した特許権の早期
確保

主体
（Who）

時期
（When）

趣旨
（Why）

分類コード

日本の<FI>

日本独自の分類（FI）には、日
本の食文化や生活様式が色濃く
反映されています。

A43B 3/00 101：
地下足袋
（世界基準にはないが、
日本にはある！）

A23L 7/10 F：
握り飯，すし，
例．握り飯用包装材
（食品機械メーカーの
努力の結晶！）

A23C19/0684 ・・・
ソフトタイプの未加工のイ
タリアンチーズ，
例．モッツァレラ，リコッタ，
パスタ・フィラータチーズ；
ほかの類似するストレッ
チチーズ
（日本と比較するとチーズの
種類数の差は歴然！）

欧州の<CPC>

特許分類を見れば
「その国・地域がどの技術に力を入れているか」が一目瞭然
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 特許調査（先行技術調査）とは

特許調査はどのように行われる？

ある発明の新規性・進歩性を判断するため、その根拠となる技術文献の
有無を調査することを「先行技術調査」と言います。ここでは代表的な特許
調査である「先行技術調査」について説明します。

自らの発明を特許出願する前には、出願する発明内容と似た発明がすで
に出願されていないかどうかを調べなければなりません。そのために必要
なのが先行技術調査です。特許出願の流れ（P.17）でも先述しましたが、先
行技術調査は出願前だけでなく、審査官が特許査定または拒絶査定をする
ためにも必要となるものです。

世界各国の特許出願を合計すると、ここ数年は年間300～350万件のペー
スで新しい特許出願がなされています。いわば、特許審査での調査対象文
献が年々それだけ増加しているということです。したがって、無数にある
特許文献をやみくもに調査しても、目的の文献を探し当てることは困難で
す。

それでは、特許審査における先行技術調査はどのようにして行われるの
でしょうか？先行技術調査は必ずしも決まったやり方があるわけではあり
ませんが、「特許分類」を用いるのが一般的です。例えば、図書館で本を探
すとき、大まかなジャンル（ミステリ、エッセイなど）ごとに棚が分けられ
ているからこそ、膨大な数の本の中から目的の1冊を見つけ出すことがで
きます。特許文献にも1件ごとに特許分類が付与されており、過去に出願
された膨大な数の文献の中から目的のものを効率的に見つけ出すことがで
きるのです。

この特許分類を用いて、先行技術調査では「検索式（検索論理式）」と呼ば
れる式を立てて特許文献を抽出します。ただ、検索式の立て方によっては
数百件〜数千件の膨大な数の文献が抽出できてしまうので、ノイズ（余計な

文献）を落とすために検索式を工夫します。文献を見るときは、明らかに関
連のないものをざっと省いて関連性の高い文献を絞り込むためのスクリー
ニングを行い、関連のありそうな文献のみを探し出します。なお、調査対
象は特許文献だけではありません。学術論文や学会誌、企業のWebサイト
や個人ブログ、動画といった「非特許文献（非特許情報）」も、先行技術調査
において重要な調査対象となります。

検索式のイメージ

AND ／ OR ／ NOT キーワード 特許分類

例：「自動運転」の車で「カメラ」を
使った技術を探したい場合

→ 自動運転（キーワード）  OR  
B60W 60（分類） … など

→ カメラ（キーワード）  OR  
G03B15（分類） … など

ノイズ
AND

自動運転

ノイズ

カメラ

自動運転　AND　カメラ

必要な文献のみ
スクリーニング

さらにノイズを消す場合「NOT」

例：NOT  玩具…など
→ これにより「産業用の自動運転車」に
さらに絞り込む

（自動運転  OR  B60W60）  AND  （カメラ  OR  G03B15）  NOT  玩具

✓近年は検索式で使うキーワードの抽出にAIを利用することも多い
✓ただ、特許になる／ならないの判断はまだまだ人間の高度な専門性が必要

実際の検索式のイメージ（J-PlatPatなど）

ちなみに、近年ではこうしたスクリーニングをしたり非特許情報を調べ
たりするのにAIを使う人や企業も出てきています。しかし、AIは技術や発
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